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前回は、「ビジネスアーキテクチャ」(2020.12.15)1に思いを巡らせたが、今回もそのサブ

システムになるであろう「組織アーキテクチャ」について考えてみたい。まず、この「 

組織アーキテクチャ」をグーグル検索（自然検索）してみると、下記の表１に示す結果にな

った。 

表 1 組織アーキテクチャアクセス数       この検索結果をみると、多くは、

ビジネスアーキテクチャあるい

はソフトウェアアーキテクチャ

に関連する事項で、「組織アーキ

テクチャ」は、谷口和弘「企業の

境界と組織アーキテクチャ」

(2006)2の１件しかなかった。 

 ここで、気になるのは、「企業の

境界」である。何故なら、「我が国化学産業の行方」（筆者(2021)3）で述べているように、例

えば消費財企業の雄である花王は「グループ全体で、各事業に 33,600 名（花王自体は 7,400

名）が従事し、そのうち研究開発に 3,100 が従事している」という。要するに、今や企業の

境界は拡張されているのである。 

 それはさておき、組織アーキテクチャはどのようにとらえているのであろうか。著者は、

その一例として、「組織アーキテクチャ

は、意思決定権の配分、報酬システム、

そして業績評価システムといった 3 つ

の要素から成り立っている」(Bricky et 

al.(2003)4)をあげている。 

 筆者は、この例は抽象的過ぎるし、企

業環境についての配慮に欠けているよ

うに思われる。もっと具体的に考えるべ

きと思う。まず、例えば、Ulrich & 

Probst (1991)5は企業環境の諸次元を図

1 のように考えている。この図は、諸次

元のみならず、企業を取り巻く、いうな

らば関係者も網羅している。ただし、 

図 1 諸制度および企業環境の諸次元     被用者も企業環境の１つにあげている
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のは納得できない。何故なら、被用者すなわち従業員は企業に内包されており、他の企業環

境 と同列に扱うことには馴染めないからである。 

ついで、Porter(1985)6 は．図 2 に示すバリューチェーンを提示しているが、この図は企

業組織の基本形をも示していると言えよう。何故なら、企業組織の基本的機能を網羅すると

同時に、それらの相互の関係を示しているからである。そして、見方を変えれば、これも 

組織アーキテクチャの１つの表現形式と言えるの

ではなかろうか。 

 そして、最近出現している「企業連携」は、この

表現形式に倣うならば、図 3 のようになるのでは

なかろうか（筆者(2017)7）。ただし、情報システム

を加筆している。それは、情報システムは、「連携

の中核」になると考えるからである。 

 さて、「組織アーキテクチャ」はどのように考え

られているのであろうか。谷口和弘(2006)（前出） 

図 2 バリューチェーン    は、「企業の組織アーキテクチャは、まさに企業と

いう全体的なシステムを

構成する個別要素間の関

係にほかならない。もち

ろん、組織アーキテクチ

ャは、ビジョンや戦略、お

よび環境変化との間に適

合を実現するのはもとよ

り、企業価値の増大に寄

与するものでなければな

らない。」といい、さらに

「企業のアーキテクチャ

は、時間をつうじた企業 

図 3 企業連携バリューチェーン         進化のプロセスにおいて

生成するだろう。企業進化とは、すなわち企業が環境との相互作用のなかで、いかなる変化

を遂げてきたかという過去から現在、そして将来へと通じる時間の経過を伴うプロセスな

のである。」と述べている。そして、これらを総括する「MBO モデル」(M: managerial action、

B: boundary、O: organizational architecture)を図 4 のように示している。 

ここで、組織デザインに当たって、企業境界と組織アーキテクチャの 2 つを取り上げて

いるのは、いうならば企業の外部設計と内部設計に当たるとも考えられ、合理的なアプロー

チで納得できるものと言えよう。ただし、企業境界については、「いかなるアクティビティ

を企業の内部に取り込んで、いかなるアクティビティを市場取引に委ねるかという企業境 
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界の決定は・・」と述

べている。 

これは、一理あり

と思うが、新製品を

開発して、新たな企

業を創立したり、新

たな事業を展開した

りすることを想定す

る視点からは、違和

感を持たざるを得な

い。 

 また、「組織アーキ

テクチャ」を広義に  

とらえており、例え  

図 4 MBOモデル             ばシステム内にビジ

ネスモデルは内包しているが、情報資産あるいは情報システムについては言及していない

し、組織デザインについても「デザイン」そのものについて、例えばその手順あるいはプロ

セスについても一切述べていない。 

 まず、企業境界について考える。たとえば、化学産業では、冒頭に述べた花王の例がある。

この現実をどうとらえるべきなのであろうか。 

 すでに、e2 プロジェクト(2002)8が、エンタープライズにおける 3 つのタッチポイントと

して、社員と企業、お客様と企業、そしてパートナーと企業の 3 つのタッチポイントをあげ

て議論している。すなわち、ビジネス展開上で要求される機能を、企業経営の原理原則から

考えると次のようになるとしている。 

① その機能が恒常的に必要であるならば、買収して自社の一部門とする。 

② 自社の一部門とすることにメリットがなければ、パートナーとしてつきあう。 

③ 利用機会の少ない自社の部門であれば、アウトソースしてパートナーに変える。 

 しかし今や、少なくとも、①は「買収できなければ、パートナーとしてつきあう。」に変

えられるべきであろうが、1 つの企業境界を決める考え方といえよう。 

 次に、ビジネスモデルについて考えると、谷口和弘（同上）は、ビジネスモデルそのもの

については、「ICT をベースにした B2C の新奇的なビジネスモデルの創造によって、新し

い機会を開拓できる可能性が広がっている」として、アマゾン(Amazon.com)を例示すると

ともに、「B2B の局面においても注目すべき現象を生み出した」としているが、「組織デザ

イン」そのものについては何ら述べられていない。それは、ビジネスモデル自体のデザイン

が脚光を浴びることになったビジネスモデル設計書(Osterwalder & Pigneur (2010)9)の発

行が、当該図書発行の 4 年後だったことを考えると、無理からぬことだったかもしれない。 
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 そして、さらに問題がある。それは、ICT が企業組織そのものに変革を及ぼすこと、ある

いは企業組織が IT を取り込むこと、さらには両者を同等に見据えて変革を進めることにつ

いて、あまり多く述べられていないことである。 

しかし、IT／OT(Operational Technology)間の連携について述べた例がないことはない。

例えば、佐々木弘志(2017)10は、「真っ先に必要なのは経営層の理解である。・・経営層の理

解の上で、予算化・事業戦略を立てることで、全社的な組織の変革・改善につながる。」と

述べている。しかし、これはあまりにも、一般的な議論で、IT／OT に限定されたものでは

ないように思われる。何れにしても、この課題「組織アーキテクチャ」について、さらに然

るべき検討が進められるべきものと言えよう。 
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